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１．20年３月期の連結業績（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

(1）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 104,370 2.3 6,659 2.4 5,873 △1.5 1,787 △45.6

19年３月期 102,035 3.2 6,503 15.4 5,961 13.7 3,288 1.7

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

20年３月期 13 33  － 3.2 4.2 6.4

19年３月期 23 92  － 5.6 4.5 6.4

（参考）持分法投資損益 20年３月期 58百万円 19年３月期 60百万円

(2）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期 139,458 55,126 38.4 403 17

19年３月期 138,278 59,455 41.9 429 32

（参考）自己資本 20年３月期 53,577百万円 19年３月期 57,914百万円

  (3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

20年３月期 8,179 △13,599 4,324 7,680

19年３月期 7,640 △18,503 13,148 8,801

２．配当の状況

１株当たり配当金 配当金総額
(年間)

配当性向
（連結）

純資産配当率
（連結）（基準日） 中間期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
19年３月期 4 00 4 00 8 00 1,097 33.4 1.9
20年３月期 4 00 4 00 8 00 1,071 60.0 1.9

21年３月期（予想） 4 50 4 50 9 00 － 34.2 －

３．21年３月期の連結業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日）

（％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期連結
累計期間

52,000 0.3 3,300 8.8 2,900 2.9 1,600 25.7 12 04

通期 106,000 1.6 7,300 9.6 6,200 5.6 3,500 95.8 26 34

－ 1 －



４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　無

(2）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　無

②　①以外の変更　　　　　　　　有

（注）詳細は、15ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。

(3）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 20年３月期 139,415,013株 19年３月期 139,415,013株

②　期末自己株式数 20年３月期 6,524,043株 19年３月期 4,518,079株

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、30ページ「１株当たり情報」をご覧

ください。

（参考）個別業績の概要

１．20年３月期の個別業績（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

(1）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 77,270 △0.5 5,259 11.3 5,224 28.5 848 △62.0

19年３月期 77,640 2.3 4,725 21.2 4,065 16.2 2,233 △5.7

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

20年３月期 6 33  －

19年３月期 16 24  －

(2）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期 120,948 47,887 39.6 360 35

19年３月期 122,229 52,967 43.3 392 65

（参考）自己資本 20年３月期 47,887百万円 19年３月期 52,967百万円

２．21年３月期の個別業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日）

（％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期
累計期間

39,000 0.6 2,400 △4.3 2,200 △15.3 1,300 △14.9 9 78

通期 78,000 0.9 5,300 0.8 4,400 △15.8 2,600 206.4 19 56

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本発表資料の中で、予想、見通し、目標といった歴史的事実ではない数値につきましては、現時点で入手可能な情

報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因を前提に算出したものであり、実際の業績は異なる結果となる可能

性があります。上記の予想に関する事項につきましては、４ページを参照してください。
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１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

１．当期の概況

(1）全般の概況

　当期におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景に緩やかながらも長期に亘る景気拡大が持続してまいりま

した。しかしながら、本年に至り原油をはじめとする資源価格の高止まり、米国におけるサブプライム問題の深

刻化や世界経済への波及、これらによる株価下落などから景気の減速傾向が強まってきております。また、海外

においてもＢＲＩＣｓ諸国においては依然、高成長を維持しているものの、サブプライム問題の長期化の影響か

ら世界的な景気減速が懸念される状況にあります。

 こうした中、物流業界におきましても、これまで堅調に推移してきた輸出入貨物の取扱いは、北米向け輸出の減

退や中国からの食品輸入が食中毒事件の影響を受けて一時滞るなど、一部に不安な要素も見せ始め、国内貨物に

つきましても、顧客の継続的なコスト削減の取組みや競争の激化によって、依然厳しい状況が続いております。

　こうした状況の下、当社グループは、既存事業の質的転換の加速による収益の最大化、資本効率の向上による

キャッシュ・リターンの最大化、内部統制の確実な実行を基本方針とする中期計画「中計２００７」をスタート

させました。同計画の初年度である当期は、物流戦略上の重点エリアと捉える首都圏における既存施設の再開発

及び新たな戦略拠点の設置に着手いたしました。加えて、既存事業の質的転換の観点から、国内におきましては、

ＢＰＯ（ビジネス・プロセス・アウトソーシング）事業の拡大に向け、北海道において機密文書保管専用施設を

竣工すると共に、首都圏、関西、九州においても新規施設の開設準備を進め、海外におきましては、ネットワー

クの拡充の為に、欧州でチェコ、ポーランド、ベルギーに新たな拠点を開設いたしました。

　当期の連結業績は、これら設備投資や施策の効果が来期以降となること、並びに東南アジア、北米地域におけ

る一部取扱貨物の一時的な取扱数量の減少、及び国内港湾運送事業での顧客船社の航路改編の影響などもあり、

連結営業収益は１，０４３億７０百万円（前期比２３億３４百万円増）、連結営業利益は、６６億５９百万円（同

１億５５百万円増）とわずかな伸びに止まり、連結経常利益は、５８億７３百万円（同８７百万円減）となりま

した。また、資本効率向上の観点から遊休不動産の売却に伴う固定資産売却益、投資有価証券売却益など計３億

７０百万円を特別利益に計上する一方、不動産契約解約に伴う不動産契約解約金、時価の下落に伴う投資有価証

券評価損、港湾年金に係る過年度勤務費用や既存施設の再開発に伴う固定資産除却損、解体撤去費用ほか計２３

億６６百万円を特別損失に計上した結果、連結当期純利益は、１７億８７百万円（前期比１５億１百万円減）と

なりました。

 

(2）事業の種類別セグメントの概況

(イ）物流事業

　国内において一般事業者を対象に倉庫保管、国内外運送、流通加工などの様々な物流サービスを提供する一

般物流事業においては、倉庫部門が前期７月に稼動を開始した新規施設が通期で寄与したことや文書保管の増

加により伸張いたしました。また、運送部門も輸出入貨物の取扱いが総じて堅調に推移したことや連結子会社

の増加などにより国内輸送、国際輸送ともに増加いたしました。この結果、一般物流事業全体としても増収増

益となりました。

　船会社を主な顧客として港湾作業・運送サービスを提供する港湾運送事業においては、主要顧客船社の配船

の変更によりコンテナターミナル作業の取扱数量が減少、下期半ばには取扱いが戻りましたが、一部船社との

集荷代理店業務の契約内容の変更もあり、減収減益となりました。

　また海外現地法人による物流サービスや三国間における複合一貫輸送サービスを提供する海外事業において

は、東南アジアの一部地域及び米国での家電製品の取扱いの急激な減少があり、これに対応したコスト削減策

が間に合わず、当該地域が厳しい業況で推移する一方、欧州及び中国地域では取扱数量が拡大し、昨年までの

円安の影響もあって、営業収益は増加いたしましたが、全体として営業利益は減少いたしました。

　これらの結果、物流事業全体としての営業収益は９６３億１９百万円（前期比２０億８０百万円増）となり、

営業利益は４７億９４百万円（前期比１億８８百万円減）となりました。

(ロ）不動産事業

　不動産賃貸業務は、主要な賃貸ビルはフル稼動の状態が続いており、前期８月より稼動した業務用ビルが通

期で寄与したことや駐車場の収入増もあり、営業収益は８４億４５百万円（前期比２億６２百万円増）となり、

営業利益は、４８億８百万円（前期比２億６９百万円増）となりました。
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(3）所在地別セグメントの概況

(イ）日本

　国内では、物流事業が一般物流部門において、前期稼動新規施設の当期における通期寄与や輸出入貨物の堅

調な取扱いにより拡大したこと、不動産事業においても同様に前期に稼動した業務用ビルの当期での通期寄与

等により、営業収益は８８０億１２百万円（前期比１９億６９百万円増）となりました。また、営業収益の増

加に伴い営業利益も９３億７１百万円（前期比７億４４百万円増）となりました。

(ロ）その他の地域

　その他の地域は、欧州及び中国地域での拡大が、東南アジアや北米地域でのマイナスを補い、さらに為替の

影響もあり、営業収益は２００億２６百万円（前期比２億７９百万円増）となりました。一方、営業利益は東

南アジアや北米地域でのコスト削減策の遅れから、２億３０百万円（前期比６億６３百万円減）となりました。

２．次期の見通し

　次期のわが国経済は、資源価格の上昇の継続、サブプライム問題に端を発した米国経済の減速及び世界経済への

波及により、景気の減速傾向が当面続くものと予想されます。

　物流業界においても、こうした世界的な景気の減速から、これまで堅調に推移してきた輸出入貨物の荷動きが弱

まることも予想され、また国内貨物につきましても、当面増加要因は見当たらず、厳しい環境が続くものと予想さ

れます。

　当社グループは、こうした流れの中で、新たな中期経営計画「中計２００７」の下、既存事業の質的転換の加速

による収益の最大化、資本効率の向上によるキャッシュ・リターンの最大化、内部統制の確実な実行を経営の行動

目標として、２０１０年３月期における数値目標の達成に向けた努力を重ねてまいります。

　次期の業績予想につきましては、景気の先行きに不透明さはあるものの、新たな稼動施設が順次業績に寄与して

くることなどから、連結営業収益は１，０６０億円（前期比１．６％増）、連結営業利益は７３億円（前期比９．

６％増）、連結経常利益は６２億円（前期比５．６％増）、連結当期純利益は３５億円（前期比９５．８％増）と

予想しております。

(2）財政状態に関する分析

１．当期の概況

(1）全般の概況

　当期末の総資産は、株式市況の低迷による投資有価証券の減少はありましたが、設備投資の実施や新規連結子

会社の増加により前期末比１１億７９百万円増加し、１，３９４億５８百万円になりました。

　純資産は、利益剰余金の増加はありましたが、自社株買いやその他有価証券評価差額金の減少により、前期末

比４３億２８百万円減の５５１億２６百万円となりました。

(2）キャッシュ・フロ－の状況

　当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、８１億７９百万円の収入となり、前期との比較では、当期純利

益は減少したものの、売掛債権の減少などにより前期を５億３８百万円上回りました。投資活動によるキャッ

シュ・フローは、有形固定資産の取得による支出が減少したことなどにより、１３５億９９百万円の支出となり、

前期に比べ４９億４百万円の支出減となりました。また、財務活動によるキャッシュ・フローは、設備投資等に

伴う長短資金の借入や自己株式の取得などの結果、４３億２４百万円の収入となりましたが、社債の発行を行っ

た前期に比べ、８８億２３百万円の減少となりました。

　以上の結果、現金及び現金同等物期末残高は、前期末より１１億２０百万円減の７６億８０百万円となりまし

た。

２．次期の見通し

　営業活動によるキャッシュ・フローは８０億円を予定しております。設備投資は１２０億円程度を予定しており、

所要資金は内部留保及び借入等により調達する予定です。
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３．キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期

自己資本比率（％） 48.4 48.4 41.9 38.4

時価ベースの自己資本比率（％） 51.5 76.5 76.0 54.6

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 3.3 4.6 6.6 7.0

インタレスト・カバレッジ・レシオ 13.9 12.7 14.5 9.2

　（注）　自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

３．キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っている全ての負債を対象

としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息支払額を使用しており

ます。

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

　当社は、事業規模の拡大に伴う営業利益の継続的な増大により、企業価値を増大させることを経営の基本方針とし

ており、剰余金の使途としましては、長期的な利益拡大を目指した収益性の高い新規投資を優先する一方、配当に関

しましては、基本的に業績連動とし、連結営業利益をベースに算出いたしました「実質当期純利益」の３割を目途に

配当する方針であります。また、短期的な業績の変動に影響されないよう、中長期的な利益水準、財務内容を考慮し、

一時的に業績が悪化した場合でも一定額の安定的配当は維持する方針であります。

　当期の利益配分につきましては、期末配当は前期と同額の１株当たり４円００銭とし、中間配当金（４円００銭）

と合わせて、年間で前期と同額の８円００銭といたしました。

　また次期の利益配分につきましては、現時点におきまして、当期より１円００銭増の年間９円００銭(中間配当金：

４円５０銭）を予定しております。
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２．企業集団の状況

　当社の企業集団は当社、子会社５８社及び関連会社１１社で構成され、その業務は倉庫業を中核的事業とし、港湾

運送業、国内運送業、及び国際運送取扱業を有機的・効率的に運営する物流事業とビル賃貸を中心とする不動産事業

であります。当社は重要性の判断基準により、５３社を連結子会社に、５社を持分法適用関連会社として組み込み、

連結決算上の対象会社としております。これを事業の種類別セグメントとの関連で示せば、次のとおりであります。

 
 

顧                客 

 

                           物 流 事 業                                       不動産事業 
（倉庫業、港湾運送業、国内運送業、国際運送取扱業、その他の付帯業務）      （不動産賃貸業） 

（国内連結子会社） 

北海三井倉庫（株）、三倉（株）、ｱｲｴﾑｴｷｽﾌﾟﾚｽ（株）、ｴﾑ･ｴｽ物流ｻｰﾋﾞｽ（株）、東港丸楽海運（株）、 

MSC ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ東日本（株）、三栄（株）、ｻﾝｿｰ港運（株）、三興陸運（株）、名共ｻｰﾋﾞｽ（株）、 

三井倉庫港運（株）、（株）ﾐﾂﾉﾘ、（株）ｻﾝﾕｰｻｰﾋﾞｽ、（株）ｻﾝ･ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ、三進（株）、ｴﾑｹｲｻｰﾋﾞｽ（株）、 

神戸ｻﾝｿｰ港運（株）、三井倉庫九州（株）、博多三倉物流（株）、井友港運（株）、 

三井倉庫ｴｱﾌﾚｰﾄ（株）、（株）ｻﾝ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ ｱﾝﾄﾞ ｱｶｳﾝﾃｨﾝｸﾞ、（株）LSS、三井倉庫ﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ（株）、 

三井倉庫ﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ（株）、東京三新ｻｰﾋﾞｽ（株） 

（持分法適用関連会社） 

森吉通運（株）、板橋商事（株）、 

SYARIKAT RTNZ SDN.BHD., AW ROSTAMANI LOGISTICS L.L.C., 上海華和国際儲運有限公司 

（非連結子会社） 

三港ﾌｰﾂﾞ（株）他 

（持分法非適用関連会社） 

（株）ｻﾝ ｴﾘｰﾄ 他 

（海外連結子会社） 

MITSUI-SOKO(U.S.A.)INC., MITSUI-SOKO(EUROPE)B.V.,  

MITSUI-SOKO(POLAND)SP. Z O.O., MITSUI-SOKO(BELGIUM)N.V., 

MITSUI-SOKO(SINGAPORE)PTE.LTD., MITSUI-SOKO INTERNATIONAL PTE.LTD., 

MITSUI-SOKO AIR SERVICES(S)PTE.LTD., MITSUI-SOKO(MALAYSIA)SDN.BHD., 

MITSUI-SOKO AGENCIES(MALAYSIA)SDN.BHD., INTEGRATED MITS SDN.BHD., 

MITEX INTERNATIONAL(H.K.)LTD., MITEX MULTIMODAL EXPRESS LTD., 

NOBLE BUSINESS INTERNATIONAL LTD., MITEX QINGDAO LOGISTICS CO.,LTD., 

MITEX NINGBO LOGISTICS CO.,LTD., MITEX LOGISTICS (SHANGHAI) CO.,LTD., 

南通新輪国際儲運有限公司, FUZHOU MITEX LOGISTICS CO.,LTD., 

MITEX SHENZHEN LOGISTICS CO., LTD., MITSUI-SOKO(THAILAND)CO.,LTD., 

MITSUI-SOKO(CHIANGMAI) CO.,LTD., MITS TRANSPORT (THAILAND)CO.,LTD., 

MITS LOGISTICS(THAILAND)CO.,LTD., MITSUI-SOKO(PHILIPPINES),INC., 

PT MITSUI-SOKO INDONESIA , MITSUI-SOKO(KOREA)CO.,LTD., 

MITSUI-SOKO(TAIWAN)CO.,LTD. 

役務の提供 

当             社 
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３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針

　当社並びにグル－プ各社は、主たる業務である物流事業を通じて社会に貢献することを基本とし、企業の社会的責

任を果たすとともに、企業環境の変化や事業基盤の変化に即応しながら、企業価値、資本コストを意識した経営を更

に推進していく所存であります。具体的には、以下の３点を当面の事業の方針とし、種々の施策を実践してきており

ます。

既存事業の質的転換の加速による収益の最大化

資本効率の向上によるキャッシュ・リターンの最大化

内部統制の確実な実行

(2）対処すべき課題、中長期的な経営戦略及び目標とする経営指標

今後の物流業界の業況は、経済や企業環境のグローバル化に伴う物流構造の変化が続き、企業間競争の激化ととも

に、物流の効率化・合理化という要請に応えるための経営努力を一段と迫られる状況にあるといえます。このような

事業環境下にあって、当社は、中長期的な経営戦略として、グループ各社の体質強化や当社グループ相互の連携を強

化しながら経営資源の効率的運営を図るとともに、既存顧客の利便性を高め、また、新規顧客の新たな要請に応える

ために、国内及び海外における営業拠点の整備・拡充を行い、更に情報通信技術等の活用により付加価値が高く、安

全性、信頼性を追求した物流商品の開発などを積極的に進めることとしております。

当社は、これらの方針に基づき、当年度を初年度とする新中期計画「中計２００７」をスタートさせました。同計

画の下、①既存事業の質的転換の加速による収益の最大化、②資本効率の向上によるキャッシュ・リターンの最大化、

③内部統制の確実な実行、を経営行動目標とし、その最終年度となる平成22年３月期の数値目標を次のとおり設定い

たしております。

連結営業利益　　　　　　　　　９５億円

売上高営業利益率              ８．５％超

総資産事業利益率（ＲＯＡ）　　７．０％超（事業利益＝営業利益＋受取利息・配当）

株主資本当期利益率（ＲＯＥ）　８．０％超

(3）環境問題への取組み

　当社及び当社グループは、環境保全を経営の重要課題の一つとして位置付け、環境に配慮した事業活動を推進する

ことにより、地球環境の保全に貢献し、社会から一層信頼される企業を目指すこととしております。

　京都議定書が去る平成17年２月16日に発効し、倉庫業界においても、地球環境の保全と事業の両立を目指すグリー

ン経営の推進、環境改善への積極的な貢献が求められておりますことから、当社グループも積極的にこれに取り組ん

でおり、その結果として平成17年４月１日より、国土交通省のホームページに「グリーン経営推進事業者」として、

当社及び子会社の各事業所の名称が公表されております。

　また、交通エコロジー・モビリティ財団による「グリーン経営認証」を陸運事業を営みます子会社・関連会社にお

きましては平成17年９月末日までに関係する全ての会社・事業所で取得を完了し、倉庫施設等に関しましては、平成

20年３月末日までに41ヶ所で取得しております。
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４．連結財務諸表
①連結貸借対照表

単位：百万円 

科目

前連結会計年度
（平成19年３月31日現在）

当連結会計年度
（平成20年３月31日現在）

前期比
増減額

金額 構成比 金額 構成比 金額

（資産の部） ％ ％

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 9,189 7,989 △1,200

受取手形及び営業未収金 16,871 16,075 △795

繰延税金資産 767 1,231 464

その他 3,222 3,190 △31

貸倒引当金 △69 △84 △15

流動資産合計 29,981 21.7 28,402 20.4 △1,579

Ⅱ　固定資産

１．有形固定資産

建物及び構築物 45,935 43,892 △2,042

機械装置及び運搬具 2,758 2,580 △177

土地 22,101 27,843 5,741

建設仮勘定 3,506 8,504 4,997

その他 2,428 2,223 △204

有形固定資産合計 76,730 55.5 85,044 61.0 8,314

２．無形固定資産 4,933 3.5 5,198 3.7 264

３．投資その他の資産

投資有価証券 22,892 16,673 △6,218

長期貸付金 279 272 △6

繰延税金資産 658 772 113

前払年金費用 461 700 239

その他 2,347 2,405 58

貸倒引当金 △5 △11 △6

投資その他の資産合計 26,633 19.3 20,813 14.9 △5,819

固定資産合計 108,297 78.3 111,056 79.6 2,759

資産合計 138,278 100.0 139,458 100.0 1,179
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単位：百万円 

科目

前連結会計年度
（平成19年３月31日現在）

当連結会計年度
（平成20年３月31日現在）

前期比
増減額

金額 構成比 金額 構成比 金額

（負債の部） ％ ％

Ⅰ　流動負債

支払手形及び営業未払金 8,823 8,908 85

短期借入金 753 3,403 2,649

１年内返済予定の
長期借入金

6,261 7,950 1,688

未払法人税等 1,182 1,271 89

賞与引当金 1,499 1,506 6

その他 6,962 7,416 454

流動負債合計 25,483 18.4 30,457 21.9 4,973

Ⅱ　固定負債

社債 13,000 13,000 －

長期借入金 30,384 33,085 2,701

繰延税金負債 4,404 2,597 △1,806

退職給付引当金 3,294 2,920 △373

その他 2,257 2,271 14

固定負債合計 53,339 38.6 53,874 38.6 534

負債合計 78,822 57.0 84,331 60.5 5,508

 （純資産の部）

Ⅰ　株主資本      

資本金 11,100 8.0 11,100 8.0 －

資本剰余金 5,563 4.0 5,563 4.0 0

利益剰余金 36,280 26.2 36,989 26.5 708

自己株式 △2,908 △2.0 △4,059 △2.9 △1,151

株主資本合計 50,036 36.2 49,593 35.6 △442

Ⅱ　評価・換算差額等      

その他有価証券
評価差額金 8,517 6.2 4,746 3.4 △3,770

為替換算調整勘定 △639 △0.5 △762 △0.6 △123

評価・換算差額等
合計 7,878 5.7 3,984 2.8 △3,893

Ⅲ　少数株主持分 1,541 1.1 1,549 1.1 8

純資産合計 59,455 43.0 55,126 39.5 △4,328

負債純資産合計 138,278 100.0 139,458 100.0 1,179
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②連結損益計算書

単位：百万円

科目

前連結会計年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

前期比
増減額

金額 百分比 金額 百分比 金額

Ⅰ　営業収益 ％ ％

保管料 12,995 13,650 654

倉庫荷役料 10,256 10,128 △127

港湾作業料 22,171 21,707 △464

運送料 33,121 35,527 2,405

不動産収入 7,952 8,201 248

その他 15,538 15,156 △382

営業収益合計 102,035 100.0 104,370 100.0 2,334

Ⅱ　役務等原価

作業直接費 46,954 47,898 944

賃借料 6,949 6,979 30

減価償却費 4,710 4,831 121

給料手当 13,408 14,040 632

その他 17,232 17,319 87

役務等原価合計 89,255 87.5 91,071 87.3 1,815

営業総利益 12,780 12.5 13,299 12.7 518

Ⅲ　販売費及び一般管理費

減価償却費 631 582 △49

報酬・給料手当 2,806 2,930 124

その他 2,838 3,126 288

販売費及び一般管理費合計 6,276 6.1 6,640 6.3 363

営業利益 6,503 6.4 6,659 6.4 155

Ⅳ　営業外収益

受取利息 52 77 24

受取配当金 299 269 △30

持分法による投資利益 60 58 △1

その他 355 340 △15

営業外収益合計 768 0.7 745 0.7 △22

Ⅴ　営業外費用

支払利息 626 853 226

その他 684 677 △6

営業外費用合計 1,311 1.3 1,531 1.5 220

経常利益 5,961 5.8 5,873 5.6 △87
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単位：百万円

科目

前連結会計年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

前期比
増減額

金額 百分比 金額 百分比 金額

Ⅵ　特別利益 ％ ％

固定資産売却益 430 205 △224

投資有価証券売却益 496 158 △338

その他 0 6 5

特別利益合計 927 0.9 370 0.4 △556

Ⅶ　特別損失

不動産契約解約金 － 1,000 1,000

投資有価証券評価損 － 494 494

港湾年金過年度勤務費用 － 382 382

固定資産除却損 607 205 △402

債権整理損 287 103 △184

ソフトウェア除却損 41 51 10

固定資産売却損 136 11 △125

その他 75 119 43

特別損失合計 1,148 1.1 2,366 2.3 1,218

税金等調整前当期純利益 5,741 5.6 3,877 3.7 △1,863

法人税、住民税及び事業税 2,054 2,207 153

法人税等調整額 302 △183 △486

法人税等小計 2,356 2.3 2,023 1.9 △332

少数株主利益 95 0.1 66 0.1 △29

当期純利益 3,288 3.2 1,787 1.7 △1,501
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③連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）　　　　　　　　　　　

株主資本 評価・換算差額等

少数株主

持分
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本

合計

その他有

価証券評

価差額金

為替換算

調整勘定

平成18年３月31日残高

 （百万円）
11,100 5,563 34,104 △13 50,754 10,350 △824 1,538 61,819

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当（注）   △557  △557    △557

剰余金の配当   △557  △557    △557

役員賞与（注）   △40  △40    △40

当期純利益   3,288  3,288    3,288

連結子会社増加に伴う増加額   42  42    42

自己株式の取得    △2,894 △2,894    △2,894

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額（純額)
     △1,833 185 2 △1,645

連結会計年度中の変動額合計

 （百万円）
－ － 2,176 △2,894 △718 △1,833 185 2 △2,363

平成19年３月31日残高

 （百万円）
11,100 5,563 36,280 △2,908 50,036 8,517 △639 1,541 59,455

　 （注）平成18年６月29日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）　　　　　　　　　　　

株主資本 評価・換算差額等

少数株主

持分
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本

合計

その他有

価証券評

価差額金

為替換算

調整勘定

平成19年３月31日残高

 （百万円）
11,100 5,563 36,280 △2,908 50,036 8,517 △639 1,541 59,455

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当   △1,079  △1,079    △1,079

当期純利益   1,787  1,787    1,787

自己株式の取得    △1,152 △1,152    △1,152

自己株式の処分  0  0 1    1

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額（純額)
     △3,770 △123 8 △3,885

連結会計年度中の変動額合計

 （百万円）
－ 0 708 △1,151 △442 △3,770 △123 8 △4,328

平成20年３月31日残高

 （百万円）
11,100 5,563 36,989 △4,059 49,593 4,746 △762 1,549 55,126
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④連結キャッシュ・フロー計算書

単位：百万円

科目

前連結会計年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

金額 金額

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 5,741 3,877

減価償却費 5,342 5,414

貸倒引当金の増加又は減少（△）額 5 20

賞与引当金の増加又は減少（△）額 28 △11

退職給付・役員退職慰労引当金の減少額 △781 △465

受取利息及び受取配当金 △352 △346

支払利息 626 853

持分法による投資利益 △60 △58

有形固定資産売却損益 △310 △217

投資有価証券売却損益 △490 △158

有形固定資産除却損 145 54

無形固定資産除却損 43 51

投資有価証券評価損 10 494

売上債権の増加（△）又は減少額 △263 877

仕入債務の増加又は減少（△）額 △427 50

その他 396 298

小計 9,654 10,734

利息及び配当金の受取額 357 353

利息の支払額 △528 △885

法人税等の支払額 △1,842 △2,023

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,640 8,179
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単位：百万円

科目

前連結会計年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

金額 金額

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △18,125 △11,494

有形固定資産の売却による収入 590 310

無形固定資産の取得による支出 △816 △1,013

投資有価証券の取得による支出 △823 △1,110

連結子会社株式の取得による支出 △61 △0

投資有価証券の売却による収入 913 670

貸付けによる支出 △185 △139

貸付金の回収による収入 150 144

定期預金への振替による支出 △145 △11

連結範囲の変更を伴う子会社株式の
取得による支出

－ △956

その他 － 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △18,503 △13,599

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 5,552 6,465

短期借入金の返済による支出 △7,514 △4,341

長期借入れによる収入 16,500 10,660

長期借入金の返済による支出 △5,371 △6,258

社債の発行による収入 8,000 －

自己株式の取得による支出 △2,894 △1,152

配当金の支払額 △1,114 △1,079

その他 △9 29

財務活動によるキャッシュ・フロー 13,148 4,324

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 110 △24

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加又は減少(△)額 2,395 △1,120

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 6,380 8,801

Ⅶ　連結子会社増加に伴う現金及び
現金同等物の増加額

25 －

Ⅷ　現金及び現金同等物の期末残高 8,801 7,680
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

（イ）連結子会社の数　53社

　 （主要な連結子会社名）

三井倉庫ビジネスパートナーズ（株）、（株）ＬＳＳ、東港丸楽海運（株）、サンソー港運（株）、

三興陸運（株）、（株）ミツノリ、三井倉庫港運（株）、神戸サンソー港運（株）、井友港運（株）、

三井倉庫九州（株）、MITSUI-SOKO（U.S.A.）INC.、MITSUI-SOKO INTERNATIONAL PTE.LTD.、

MITSUI-SOKO（SINGAPORE）PTE.LTD.、MITEX INTERNATIONAL（H.K.）LTD.、MITSUI-SOKO（MALAYSIA）SDN.BHD.、

MITSUI-SOKO（EUROPE）B.V.

MITSUI-SOKO（POLAND）SP.Z O.O.及びMITSUI-SOKO（BELGIUM）N.V．は新たに設立したことにより、

MSCロジスティクス東日本（株）は新たに全株式を取得したことにより、当連結会計年度から連結の範囲に含めて

おります。

また、A&M PARTS PROCUREMENT SERVICES SDN.BHD.は会社清算したことにより、当連結会計年度から連結の範囲か

ら除外しております。

（ロ）主要な非連結子会社の名称等

　 （主要な非連結子会社名）

　三港フーヅ（株）

　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれも連

　結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないので連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

（イ）持分法を適用した関連会社数　５社

　 （主要な持分法適用関連会社名）

 森吉通運（株）、板橋商事（株）、上海華和国際儲運有限公司

（ロ）持分法を適用していない非連結子会社（三港フーヅ（株）他）及び関連会社（（株）サン　エリート他）は、そ

　 れぞれ当期純損益及び利益剰余金等から見て、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であ

　 り、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

（ハ）持分法適用関連会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る財務諸表を使

   用しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社のうち、全ての在外連結子会社27社の決算日は12月31日であります。

　　連結財務諸表の作成にあたっては同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引について

　は、連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

（イ）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの　‥‥　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの　‥‥　移動平均法による原価法

②　デリバティブ　‥‥　時価法
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（ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）、並びに在外連

結子会社については定額法によっております。

        なお、主な耐用年数は次のとおりであります。建物：３～50年、　機械装置及び運搬具：２～15年

        （会計処理方法の変更）

 平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産の償却方法については、平成19年度の法人税法の改正に伴い導入

された新たな定率法及び定額法に変更しております。これに伴い、従来の方法に比べ、減価償却費は42百万円増

加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ42百万円減少しております。なお、セグメン

ト情報に与える影響は、当該個所に記載しております。

 （追加情報）

　平成19年度の法人税法の改正に伴い、償却可能限度額まで償却した有形固定資産の残存簿価について、当連結会

計年度より、５年間での均等償却を行っております。これに伴い、従来の方法に比べ、減価償却費は142百万円増

加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ142百万円減少しております。

②　無形固定資産

定額法によっております。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用期間（５年）に

基づく定額法によっております。

（ハ）重要な繰延資産の処理方法

  社債発行費

  支出時に全額費用として処理しております。

（ニ）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

　従業員の賞与支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上しております。

③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連

結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務期間年数（14年）による定額法による按分額を、それぞれ発生の翌連結

会計年度から償却しております。過去勤務債務はその発生時の従業員の平均残存勤務期間年数（14年）による定

額法により、発生時から償却しております。

（追加情報）

従業員の平均残存勤務期間が延びたことにより、当連結会計年度より数理計算上の差異及び過去勤務債務の処理

年数を従来の13年から14年へ変更しております。なお、この変更による影響は軽微であります。

また、当社及び一部の連結子会社が加入している港湾労働者年金は、従来支出時に費用処理しておりましたが、

金額的重要性が増してきたため、当連結会計年度より当連結会計年度末の要支給額を引当計上することとしまし

た。これに伴い、382百万円を特別損失「港湾年金過年度勤務費用」として計上しております。

（ホ）重要な外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

　す。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期

　中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計

　上しております。

（ヘ）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、主に通常

　の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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（ト）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ、ヘッジ対象：長期借入金

③　ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

　取引の開始に当たっては、所定の社内審議、決裁手続を経て、実施しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要件を満たしておりますので、有効性の評価を省略しております。

（チ）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性が高く、容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。
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注記事項

前連結会計年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

（連結貸借対照表関係）

１．有形固定資産減価償却累計額

90,035百万円

（連結貸借対照表関係）

１．有形固定資産減価償却累計額

94,659百万円

２．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産

有形固定資産 16,809百万円

無形固定資産 16百万円

投資有価証券 2,007百万円

２．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産

有形固定資産 16,096百万円

無形固定資産 15百万円

投資有価証券 1,396百万円

担保付債務 5,875百万円

この他に供託及び保証金として差し入れている投資有

価証券が43百万円あります。

担保付債務 4,334百万円

この他に供託及び保証金として差し入れている有価証

券が9百万円、投資有価証券が35百万円あります。

３．偶発債務

他の会社の銀行借入等に対する保証債務

4,342百万円

従業員に対する銀行の住宅ローンに関する保証債務

830百万円

３．偶発債務

他の会社の銀行借入等に対する保証債務

3,826百万円

従業員に対する銀行の住宅ローンに関する保証債務

672百万円

４．受取手形裏書譲渡高　　　　　　　　　  　26百万円 ４．受取手形裏書譲渡高　　　　　　　　  　  25百万円

  

（連結損益計算書関係） （連結損益計算書関係）

 １．固定資産売却益の内訳

土地 430百万円

合計 430百万円

 １．固定資産売却益の内訳

土地 205百万円

合計 205百万円

２．固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 94百万円

その他 3百万円

合計 98百万円

この他に撤去費用が509百万円あります。

２．固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 29百万円

その他 1百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

合計 32百万円

この他に撤去費用が172百万円あります。

３．固定資産売却損の内訳

建物及び構築物 70百万円

機械装置及び運搬具 51百万円

その他 15百万円

合計 136百万円

３．固定資産売却損の内訳

機械装置及び運搬具 11百万円

合計 11百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

 前連結会計年度(自　平成18年４月１日　　　至　平成19年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末

株式数(株)

当連結会計年度

増加株式数(株)

当連結会計年度

減少株式数(株)

当連結会計年度末

株式数(株)

 発行済株式     

 　普通株式 139,415,013 － － 139,415,013

 　　　　合計 139,415,013 － － 139,415,013

 自己株式     

 　普通株式(注) 44,200 4,473,879 － 4,518,079

 　　　　合計 44,200 4,473,879 － 4,518,079

 (注)当連結会計年度における自己株式数の増加は、単元未満株式の買取(4,879株)及び会社法第459条第1項の規定によ

る当社定款の定めに基づく自己株式の買付(4,469,000株)によるものであります。

２．配当に関する事項

(１）配当金支払額

決議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

 平成18年６月29日

 定時株主総会
普通株式 557 4.0 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

 平成18年11月７日

 取締役会
 普通株式  557 4.0 平成18年９月30日 平成18年12月８日 

(２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議  株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 
配当の原資

１株当たり

配当額

（円） 

基準日 効力発生日 

 平成19年５月10日

 取締役会
普通株式 539 利益剰余金 4.0 平成19年３月31日 平成19年６月13日 
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 当連結会計年度(自　平成19年４月１日　　　至　平成20年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末

株式数(株)

当連結会計年度

増加株式数(株)

当連結会計年度

減少株式数(株)

当連結会計年度末

株式数(株)

 発行済株式     

 　普通株式 139,415,013 － － 139,415,013

 　　　　合計 139,415,013 － － 139,415,013

 自己株式     

 　普通株式(注) 4,518,079 2,007,432 1,468 6,524,043

 　　　　合計 4,518,079 2,007,432 1,468 6,524,043

 (注)当連結会計年度における自己株式数の増加は、単元未満株式の買取(7,432株)及び会社法第459条第1項の規定によ

る当社定款の定めに基づく自己株式の買付(2,000,000株)によるものであります。また自己株式数の減少は、単元

未満株式の売渡(1,468株)によるものであります。

２．配当に関する事項

(１）配当金支払額

決議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

 平成19年５月10日

取締役会
普通株式 539 4.0 平成19年３月31日 平成19年６月13日 

 平成19年11月６日

 取締役会
 普通株式  539 4.0 平成19年９月30日 平成19年12月10日 

(２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議  株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 
配当の原資

１株当たり

配当額

（円） 

基準日 効力発生日 

 平成20年５月12日

 取締役会
普通株式 531 利益剰余金 4.0 平成20年３月31日 平成20年６月５日 

前連結会計年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） （連結キャッシュ・フロー計算書関係）

１．現金及び現金同等物期末残高と当期の連結貸借対照表

上の現金及び預金勘定期末残高との関係

１．現金及び現金同等物期末残高と当期の連結貸借対照表

上の現金及び預金勘定期末残高との関係

現金及び預金勘定 9,189百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △224百万円

普通預金（注） △163百万円

現金及び現金同等物の期末残高 8,801百万円

現金及び預金勘定 7,989百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △231百万円

普通預金（注） △77百万円

現金及び現金同等物の期末残高 7,680百万円

 （注）適格退職年金制度の一部を確定拠出年金制度に移行

したことに伴い、会社に一時的に戻し入れた年金資

産の移換予定額であります。

 （注）適格退職年金制度の一部を確定拠出年金制度に移行

したことに伴い、会社に一時的に戻し入れた年金資

産の移換予定額であります。
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前連結会計年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

（リース取引関係） （リース取引関係）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

（借手側） （借手側）

取得価額相当額   

建物及び構築物 249百万円

機械装置及び運搬具 272百万円

その他 1,123百万円

合計 1,644百万円

取得価額相当額   

建物及び構築物 249百万円

機械装置及び運搬具 442百万円

その他 1,159百万円

合計 1,850百万円

減価償却累計額相当額   

建物及び構築物 172百万円

機械装置及び運搬具 115百万円

その他 553百万円

合計 842百万円

減価償却累計額相当額   

建物及び構築物 177百万円

機械装置及び運搬具 183百万円

その他 603百万円

合計 964百万円

期末残高相当額   

建物及び構築物 76百万円

機械装置及び運搬具 156百万円

その他 569百万円

合計 802百万円

期末残高相当額   

建物及び構築物 71百万円

機械装置及び運搬具 259百万円

その他 555百万円

合計 886百万円

未経過リース料期末残高相当額   

１年内 259百万円

１年超 543百万円

合計 802百万円

未経過リース料期末残高相当額   

１年内 315百万円

１年超 571百万円

合計 886百万円

なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

支払リース料 285百万円

減価償却費相当額 285百万円

支払リース料 346百万円

減価償却費相当額 346百万円

減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数

とし残存価額を零とする定額法によっております。

減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数

とし残存価額を零とする定額法によっております。

 （貸手側）

取得価額   

建物及び構築物 161百万円

合計 161百万円

減価償却累計額   

建物及び構築物 20百万円

合計 20百万円

期末残高   

建物及び構築物 140百万円

合計 140百万円

未経過リース料期末残高相当額   

１年内 32百万円

１年超 119百万円

合計 152百万円
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前連結会計年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

 なお、未経過リース料期末残高及び見積残存価額の残

高の合計額が、営業債権の期末残高等に占める割合が

低いため、受取利子込み法により算定しております。

受取リース料 25百万円

減価償却費 17百万円

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

（借手側）未経過リース料 （借手側）未経過リース料

１年内 808百万円

１年超 1,084百万円

合計 1,893百万円

１年内 639百万円

１年超 662百万円

合計 1,301百万円

（貸手側）未経過リース料 （貸手側）未経過リース料

１年内 167百万円

１年超 890百万円

合計 1,057百万円

１年内 307百万円

１年超 850百万円

合計 1,158百万円
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 単位：百万円

区分

前連結会計年度

平成19年３月31日現在

当連結会計年度

平成20年３月31日現在

取得原価
連結貸借対照
表計上額

差額 取得原価
連結貸借対照
表計上額

差額

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

①　株式 3,840 18,280 14,440 3,342 11,555 8,212

②　債券 0 0 0 44 44 0

小計 3,840 18,280 14,440 3,387 11,600 8,213

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

①　株式 836 767 △68 1,938 1,740 △197

②　債券 44 43 △0 － － －

小計 880 811 △69 1,938 1,740 △197

合計 4,721 19,092 14,370 5,325 13,340 8,015

　（注）　表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価格であります。

当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について491百万円の減損処理を行っております。

なお、株式の減損処理については、回復可能性があると認められる場合を除き、当連結会計年度末における時

価が取得原価に比べ30%以上下落した場合に行っております。

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券

 単位：百万円

前連結会計年度

平成19年３月31日現在

当連結会計年度

平成20年３月31日現在

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

913 496 5 671 158 －

３．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額

 単位：百万円

前連結会計年度

平成19年３月31日現在

当連結会計年度

平成20年３月31日現在

その他有価証券

①　非上場株式 2,529 2,030

　（注）　当連結会計年度において、非上場株式について２百万円の減損処理を行っております。

なお、時価評価されていない非上場株式の減損処理については、株式の実質価値が取得原価に比べ50％以上下

落した場合に行っております。但し、資産等の時価評価額が明らかとなっており、評価を加味した純資産額が

示されている場合には、それに基づき株式の実質価値を算定しております。

（デリバティブ取引関係）

 前連結会計年度及び当連結会計年度ともに、当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので

該当事項はありません。
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前連結会計年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

（退職給付関係）

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、退職一時金制度及び確定拠出年金制度並びに

確定給付企業年金制度を採用しております。

また、退職一時金制度及び確定給付企業年金制度にお

いて退職給付信託を設定しております。

国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退

職年金制度（３社）及び退職一時金制度（20社）を設

けております。

また、在外子会社の一部では確定拠出年金制度を採用

しております。

２　退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 △9,314百万円

②年金資産 11,453 

③小計（①＋②） 2,139 

④未認識数理計算上の差異 △4,302 

⑤未認識過去勤務債務 △669 

⑥小計（③＋④＋⑤） △2,832 

⑦前払年金費用 461 

⑧退職給付引当金（⑥－⑦） △3,294 

３　退職給付費用に関する事項

①勤務費用 450百万円

②利息費用 143  

③期待運用収益 △36  

④数理計算上の差異の処理額 △325  

⑤過去勤務債務の処理額 △36  

⑥その他（注） 89  

⑦退職給付費用 285  

（注） その他は、確定拠出年金への掛金拠出額８５百万円

等であります。

 

 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 2.0％

③期待運用収益率 2.0％

④数理計算上の差異の処理年数 13年

発生の翌連結会計年度より平均残存勤務期間年数による

定額法による按分額を償却しております。

⑤過去勤務債務の額の処理年数 13年

発生時の平均残存勤務期間年数による定額法により、発

生時から償却しております。 

（退職給付関係）

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、退職一時金制度及び確定拠出年金制度並びに

確定給付企業年金制度を採用しております。

また、退職一時金制度及び確定給付企業年金制度にお

いて退職給付信託を設定しております。

国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退

職年金制度（４社）及び退職一時金制度（21社）を設

けております。

また、在外子会社の一部では確定拠出年金制度を採用

しております。

２　退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 △9,022百万円

②年金資産 8,715 

③小計（①＋②） △307 

④未認識数理計算上の差異 △1,303 

⑤未認識過去勤務債務 △607 

⑥小計（③＋④＋⑤） △2,219 

⑦前払年金費用 700 

⑧退職給付引当金（⑥－⑦） △2,920 

３　退職給付費用に関する事項

①勤務費用 526百万円

②利息費用 137  

③期待運用収益 △42  

④数理計算上の差異の処理額 △351  

⑤過去勤務債務の処理額 △61  

⑥その他（注） 577  

⑦退職給付費用 786  

（注） その他は、確定拠出年金への掛金拠出額７９百万円、

神戸港厚生年金基金の解散に伴う追加拠出額１１５

百万円及び港湾年金過年度勤務費用３８２百万円で

あります。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 2.0％

③期待運用収益率 2.0％

④数理計算上の差異の処理年数 14年

発生の翌連結会計年度より平均残存勤務期間年数による

定額法による按分額を償却しております。

⑤過去勤務債務の額の処理年数 14年

発生時の平均残存勤務期間年数による定額法により、発

生時から償却しております。 
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前連結会計年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

（税効果会計関係） （税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）   

退職給付引当金 3,416百万円

賞与引当金 569百万円

有形固定資産 642百万円

繰越欠損金 357百万円

ゴルフ会員権 214百万円

その他 744百万円

繰延税金資産小計 5,943百万円

評価性引当額 △416百万円

繰延税金資産合計 5,527百万円

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 △5,849百万円

固定資産圧縮積立金 △815百万円

退職給付信託設定益 △1,698百万円

その他 △146百万円

繰延税金負債合計 △8,510百万円

繰延税金負債の純額 △2,983百万円

（繰延税金資産）   

退職給付引当金 3,048百万円

賞与引当金 586百万円

有形固定資産 633百万円

繰越欠損金 881百万円

ゴルフ会員権 86百万円

投資有価証券 197百万円

未払金 407百万円

その他 858百万円

繰延税金資産小計 6,699百万円

評価性引当額 △934百万円

繰延税金資産合計 5,764百万円

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 △3,262百万円

固定資産圧縮積立金 △831百万円

退職給付信託設定益 △1,734百万円

その他 △532百万円

繰延税金負債合計 △6,360百万円

繰延税金負債の純額 △595百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.5％

住民税均等割 0.8％

在外連結子会社の税率差異 0.2％

その他 0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.0％

法定実効税率 40.7％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.4％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △3.2％

住民税均等割 1.1％

受取配当金連結消去に伴う影響額 11.1％

在外連結子会社の税率差異 0.5％

その他 0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 52.2％
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（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 単位：百万円

物流事業 不動産事業 計 消去又は全社 連結

Ⅰ．営業収益及び営業損益

営業収益

(1）外部顧客に対する営業収益 94,083 7,952 102,035 － 102,035

(2）セグメント間の内部収益

又は振替高 154 230 385 (385) －

計 94,238 8,183 102,421 (385) 102,035

営業費用 89,255 3,644 92,900 2,631 95,532

営業利益 4,982 4,538 9,521 (3,017) 6,503

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支

出

資産 85,217 21,998 107,215 31,062 138,278

減価償却費 3,452 1,726 5,179 162 5,342

資本的支出 16,056 2,217 18,273 21 18,294

　注　(1）事業区分は連結会社の事業活動における業務の種類・性質及び役務の提供方法の類似性を勘案し、物流事業・

不動産事業に区分しております。

(2）各事業の主な業務

物流事業　………倉庫、港湾運送、陸上運送及び国際運送取扱などの各業務

不動産事業………不動産賃貸業務

(3）営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は連結財務諸表提出会社の管理部門に係る費用

であり、その金額は、3,017百万円であります。

(4）資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は連結財務諸表提出会社の余資運用資金（現金及び預

金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であり、その金額は31,064百万円であります。
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当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 単位：百万円

物流事業 不動産事業 計 消去又は全社 連結

Ⅰ．営業収益及び営業損益

営業収益

(1）外部顧客に対する営業収益 96,169 8,201 104,370 － 104,370

(2）セグメント間の内部収益

又は振替高 149 244 394 (394) －

計 96,319 8,445 104,764 (394) 104,370

営業費用 91,524 3,637 95,162 2,548 97,711

営業利益 4,794 4,808 9,602 (2,942) 6,659

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支

出

資産 89,603 25,885 115,489 23,969 139,458

減価償却費 3,535 1,730 5,265 148 5,414

資本的支出 10,169 2,348 12,518 0 12,518

　注　(1）事業区分は連結会社の事業活動における業務の種類・性質及び役務の提供方法の類似性を勘案し、物流事業・

不動産事業に区分しております。

(2）各事業の主な業務

物流事業　………倉庫、港湾運送、陸上運送及び国際運送取扱などの各業務

不動産事業………不動産賃貸業務

(3）営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は連結財務諸表提出会社の管理部門に係る費用

であり、その金額は、2,942百万円であります。

(4）資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は連結財務諸表提出会社の余資運用資金（現金及び預

金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であり、その金額は23,972百万円であります。

(5)「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「会計処理方法の変更」に記載のとおり、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資産の償却方法においては、平成19年度の法人税法の改正に伴い導入された、新

たな定率法及び定額法に変更しております。なお、この変更に伴い、当連結会計年度の営業費用は、「物流事

業」で32百万円多く、「不動産事業」で９百万円多く、「消去又は全社」で０百万円多く表示されております。
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２．所在地別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 単位：百万円

日本 その他の地域 計 消去又は全社 連結

Ⅰ．営業収益及び営業損益

営業収益

(1）外部顧客に対する営業収益 84,562 17,473 102,035 － 102,035

(2）セグメント間の内部収益

又は振替高 1,480 2,272 3,753 (3,753) －

計 86,042 19,746 105,789 (3,753) 102,035

営業費用 77,415 18,852 96,267 (735) 95,532

営業利益 8,627 894 9,521 (3,017) 6,503

Ⅱ．資産 99,844 11,631 111,476 26,801 138,278

注　(1）国又は地域の区分は、本邦以外の主な国又は地域のそれぞれに属する売上高が少額のため、その他の地域で一

括して記載しております。

(2）日本以外の区分に属する主な国又は地域

その他の地域………米国、シンガポール、マレーシア、ホンコン、ヨーロッパ

(3）営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は連結財務諸表提出会社の管理部門に係る費用

であり、その金額は、3,017百万円であります。

(4）資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は連結財務諸表提出会社の余資運用資金（現金及び預

金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であり、その金額は31,064百万円であります。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 単位：百万円

日本 その他の地域 計 消去又は全社 連結

Ⅰ．営業収益及び営業損益

営業収益

(1）外部顧客に対する営業収益 86,585 17,785 104,370 － 104,370

(2）セグメント間の内部収益

又は振替高 1,427 2,240 3,667 (3,667) －

計 88,012 20,026 108,038 (3,667) 104,370

営業費用 78,640 19,795 98,436 (724) 97,711

営業利益 9,371 230 9,602 (2,942) 6,659

Ⅱ．資産 109,045 11,007 120,053 19,405 139,458

注　(1）国又は地域の区分は、本邦以外の主な国又は地域のそれぞれに属する売上高が少額のため、その他の地域で一

括して記載しております。

(2）日本以外の区分に属する主な国又は地域

その他の地域………米国、シンガポール、マレーシア、ホンコン、ヨーロッパ

(3）営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は連結財務諸表提出会社の管理部門に係る費用

であり、その金額は、2,942百万円であります。

(4）資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は連結財務諸表提出会社の余資運用資金（現金及び預

金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であり、その金額は23,972百万円であります。

(5)「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「会計処理方法の変更」に記載のとおり、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資産の償却方法においては、平成19年度の法人税法の改正に伴い導入された、新

たな定率法及び定額法に変更しております。なお、この変更に伴い、当連結会計年度の営業費用は、「日本」

で42百万円多く、「消去又は全社」で０百万円多く表示されております。
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３．海外売上高

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 単位：百万円

その他の地域 計

Ⅰ．海外売上高 17,473 17,473

Ⅱ．連結売上高 － 102,035

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合 17.1％ 17.1％

　注　(1）海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

(2）国又は地域の区分は、主な国又は地域のそれぞれに属する売上高が少額のため、その他の地域で一括して記載

しております。

(3）その他の地域に属する主な国又は地域………米国、シンガポール、マレーシア、ホンコン、ヨーロッパ

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 単位：百万円

その他の地域 計

Ⅰ．海外売上高 18,508 18,508

Ⅱ．連結売上高 － 104,370

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合 17.7％ 17.7％

　注　(1）海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

(2）国又は地域の区分は、主な国又は地域のそれぞれに属する売上高が少額のため、その他の地域で一括して記載

しております。

(3）その他の地域に属する主な国又は地域………米国、シンガポール、マレーシア、ホンコン、ヨーロッパ
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（関連当事者との取引）

　 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。

（１株当たり情報）

前連結会計年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

１株当たり純資産額 429円32銭

１株当たり当期純利益 23円92銭

１株当たり純資産額 403円17銭　

１株当たり当期純利益 13円33銭　

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権付社債等潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

２　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

前連結会計年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当連結会計年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

当期純利益　　　　　　　　　　　　　（百万円） 3,288 1,787

普通株主に帰属しない金額　　　　　　（百万円）

（うち優先株式の配当）

0

(0)

0

(0)

普通株式に係る当期純利益　　　　　　（百万円） 3,288 1,787

普通株式の期中平均株式数　　　　  　 （千株） 137,505 134,060

（重要な後発事象）

　 該当事項はありません。
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５．個別財務諸表
(1）貸借対照表

単位：百万円

科　目

前事業年度
（平成19年３月31日現在）

当事業年度
（平成20年３月31日現在）

前期比
増減額

金額 構成比 金額 構成比 金額

（資産の部） ％ ％

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 5,422 4,035 △1,386

受取手形 185 114 △70

営業未収金 10,200 9,752 △448

有価証券 － 9 9

前払費用 329 290 △38

立替金 852 887 35

繰延税金資産 490 922 431

その他 1,424 1,130 △293

貸倒引当金 △11 △5 6

流動資産合計 18,894 15.5 17,138 14.2 △1,755

Ⅱ　固定資産

１．有形固定資産

建物 41,489 39,327 △2,161

構築物 980 868 △111

機械装置 1,547 1,231 △315

車両運搬具 241 269 28

工具器具備品 2,141 1,847 △294

土地 19,395 22,938 3,543

建設仮勘定 3,449 8,503 5,054

有形固定資産合計 69,244 56.6 74,988 62.0 5,743

２．無形固定資産

借地権 2,405 2,373 △32

ソフトウェア 2,195 2,522 327

その他 39 33 △6

無形固定資産合計 4,640 3.8 4,929 4.1 288

３．投資その他の資産   

投資有価証券 20,797 14,648 △6,148

関係会社株式 6,083 7,819 1,736

関係会社出資金 61 61 －

長期貸付金 60 80 20

従業員に対する長期貸付金 22 12 △10

関係会社長期貸付金 820 820 －

不動産賃借保証金 1,124 1,110 △13

前払年金費用 461 700 239

その他 844 873 29

貸倒引当金 △825 △829 △3

投資等損失引当金 － △1,406 △1,406

投資その他の資産合計 29,449 24.1 23,892 19.7 △5,557

固定資産合計 103,335 84.5 103,809 85.8 474

資産合計 122,229 100.0 120,948 100.0 △1,281
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単位：百万円

科　目

前事業年度
（平成19年３月31日現在）

当事業年度
（平成20年３月31日現在）

前期比
増減額

金額 構成比 金額 構成比 金額

（負債の部） ％ ％ 

Ⅰ　流動負債

営業未払金 6,029 5,911 △118

短期借入金 718 2,100 1,382

１年内返済予定の長期借入金 5,924 7,631 1,707

未払金 1,166 1,574 408

未払費用 462 431 △31

未払法人税等 789 836 47

前受金 416 456 39

預り金 3,346 3,665 319

賞与引当金 870 870 －

その他 39 37 △2

流動負債合計 19,762 16.2 23,514 19.4 3,752

Ⅱ　固定負債

社債 13,000 13,000 －

長期借入金 28,923 31,591 2,668

繰延税金負債 4,265 1,980 △2,284

退職給付引当金 1,012 469 △543

投資等損失引当金 200 400 200

長期預り金 1,575 1,702 126

その他 523 402 △120

固定負債合計 49,499 40.5 49,545 41.0 46

負債合計 69,261 56.7 73,060 60.4 3,798
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単位：百万円

科　目

前事業年度
（平成19年３月31日現在）

当事業年度
（平成20年３月31日現在）

前期比
増減額

金額 構成比 金額 構成比 金額

（純資産の部）

Ⅰ．株主資本    

１．資本金 11,100 9.1 11,100 9.2 －

２．資本剰余金    

(１) 資本準備金 5,563  5,563  －

(２) その他資本剰余金 0  0  0

資本剰余金合計 5,563 4.6 5,563 4.6 0

３．利益剰余金      

(１) 利益準備金 2,562  2,562  －

(２) その他利益剰余金      

配当準備積立金 307 307 －

固定資産圧縮積立金 1,102 1,034 △68

圧縮特別勘定積立金 － 45 45

別途積立金 19,294 20,294 1,000

繰越利益剰余金 7,733 6,526 △1,207

利益剰余金合計 30,999 25.3 30,769 25.4 △230

４．自己株式 △2,908 △2.4 △4,059 △3.3 △1,151

株主資本合計 44,755 36.6 43,373 35.9 △1,381

Ⅱ．評価・換算差額等    

 　 その他有価証券
評価差額金 8,212 6.7 4,514 3.7 △3,698

  　評価・換算差額等合計 8,212 6.7 4,514 3.7 △3,698

純資産合計 52,967 43.3 47,887 39.6 △5,080

負債純資産合計 122,229 100.0 120,948 100.0 △1,281
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(2）損益計算書

単位：百万円

科  目

前事業年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当事業年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

前期比
増減額

金額 百分比 金額 百分比 金額

Ⅰ　営業収益 ％ ％

保管料 9,926 10,280 353

倉庫荷役料 5,161 5,338 177

港湾作業料 16,658 16,124 △533

上屋保管料 756 626 △129

運送料 25,480 25,511 30

不動産収入 8,117 8,381 264

その他 11,540 11,007 △532

営業収益合計 77,640 100.0 77,270 100.0 △370

Ⅱ　役務等原価

作業直接費 40,680 40,318 △361

賃借料 4,967 4,904 △62

減価償却費 3,952 3,962 9

租税公課 1,285 1,313 28

給料手当 3,897 3,855 △41

賞与引当金繰入額 666 644 △22

退職給付引当金繰入額 △23 △23 0

福利厚生費 797 778 △18

その他 12,214 11,662 △551

役務等原価合計 68,438 88.1 67,417 87.3 △1,020

営業総利益 9,202 11.9 9,852 12.7 649

Ⅲ　販売費及び一般管理費

給料手当 1,531 1,648 116

賞与引当金繰入額 203 225 22

退職給付引当金繰入額 △7 △5 2

役員退職慰労引当金繰入額 105 － △105

福利厚生費 312 332 20

電算費 590 653 62

減価償却費 674 624 △50

地代家賃 119 129 10

その他 947 985 37

販売費及び一般管理費合計 4,476 5.8 4,593 5.9 116

営業利益 4,725 6.1 5,259 6.8 533
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単位：百万円

科  目

前事業年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当事業年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

前期比
増減額

金額 百分比 金額 百分比 金額

Ⅳ　営業外収益 ％ ％

受取利息 15 36 21

受取配当金 336 1,084 748

その他 133 139 5

営業外収益合計 485 0.6 1,260 1.6 775

Ⅴ　営業外費用

支払利息 480 623 143

社債利息 79 158 79

その他 586 512 △73

営業外費用合計 1,145 1.5 1,295 1.7 149

経常利益 4,065 5.2 5,224 6.7 1,159

Ⅵ　特別利益   

固定資産売却益 430 205 △224

投資有価証券売却益 496 157 △338

その他 0 6 5

特別利益合計 927 1.2 370 0.5 △557

Ⅶ　特別損失

投資等損失引当金繰入額 200 1,606 1,406

不動産契約解約金 － 1,000 1,000

投資有価証券評価損 － 492 492

固定資産除却損 607 200 △407

ソフトウェア除却損 41 51 10

固定資産売却損 136 11 △125

 関係会社株式評価損 225 － △225

その他 46 35 △11

特別損失合計 1,258 1.6 3,397 4.4 2,138

税引前当期純利益 3,735 4.8 2,198 2.8 △1,536

法人税、住民税及び事業税 1,333 1.7 1,528 2.0 194

法人税等調整額 168 0.2 △178 △0.3 △346

法人税等小計 1,501 1.9 1,349 1.7 △152

当期純利益 2,233 2.9 848 1.1 △1,384
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(3) 株主資本等変動計算書

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　

株主資本
評価・
換算
差額等

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資
本合計

その他有
価証券評
価差額金

資本
準備金

その他
資本
剰余金

利益
準備金

その他利益剰余金

配当
準備
積立金

固定資
産圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高

 （百万円）
11,100 5,563 0 2,562 307 1,253 18,294 7,504 △13 46,571 10,087 56,659

事業年度中の変動額

剰余金の配当（注）        △557  △557  △557

剰余金の配当        △557  △557  △557

役員賞与（注）        △40  △40  △40

固定資産圧縮

積立金の取崩（注）
     △77  77  －  －

固定資産圧縮

積立金の取崩
     △72  72  －  －

別途積立金の積立（注）       1,000 △1,000  －  －

当期純利益        2,233  2,233  2,233

自己株式の取得         △2,894 △2,894  △2,894

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

（純額）

          △1,875 △1,875

事業年度中の変動額合計

 （百万円）
－ － － － － △150 1,000 229 △2,894 △1,816 △1,875 △3,691

平成19年３月31日残高

 （百万円）
11,100 5,563 0 2,562 307 1,102 19,294 7,733 △2,908 44,755 8,212 52,967

 （注）平成18年６月29日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　

株主資本
評価・
換算
差額等

純資産
合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資
本合計

その他有
価証券評
価差額金

資本
準備金

その他
資本
剰余金

利益
準備金

その他利益剰余金

配当
準備
積立金

固定資
産圧縮
積立金

圧縮特
別勘定
積立金

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

平成19年３月31日残高

　　　　（百万円）
11,100 5,563 0 2,562 307 1,102 － 19,294 7,733 △2,908 44,755 8,212 52,967

事業年度中の変動額

剰余金の配当         △1,079  △1,079  △1,079

固定資産圧縮

積立金の取崩
     △68   68  －  －

圧縮特別勘定

積立金の積立
      45  △45  －  －

別途積立金の積立        1,000 △1,000  －  －

当期純利益         848  848  848

自己株式の取得          △1,152 △1,152  △1,152

自己株式の処分   0       0 1  1

株主資本以外の項目

の事業年度中の

変動額　（純額）

           △3,698 △3,698

事業年度中の変動額

合計　　（百万円）
－ － 0 － － △68 45 1,000 △1,207 △1,151 △1,381 △3,698 △5,080

平成20年３月31日残高

　　　　（百万円）
11,100 5,563 0 2,562 307 1,034 45 20,294 6,526 △4,059 43,373 4,514 47,887
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重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

（イ）子会社株式及び関連会社株式

　 移動平均法による原価法

（ロ）その他有価証券

 時価のあるもの　‥‥　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

 売却原価は移動平均法により算定）

 時価のないもの　‥‥　移動平均法による原価法

２．デリバティブの評価基準及び評価方法

  時価法

３．固定資産の減価償却の方法

（イ）有形固定資産

　 定率法によっております。

　 ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）については定額法によっております。

　 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。建物：３～50年、機械装置及び車両運搬具：２～15年

   （会計処理方法の変更）

   平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産の償却方法については、平成19年度の法人税法の改正に伴い導入

　 された新たな定率法及び定額法に変更しております。これに伴い、従来の方法に比べ、減価償却費は22百万円増

　 加し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ22百万円減少しております。

 （追加情報）

 平成19年度の法人税法の改正に伴い、償却可能限度額まで償却した有形固定資産の残存簿価について、当事業年

 度より、５年間での均等償却を行っております。これに伴い、従来の方法に比べ減価償却費は113百万円増加し、

 営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ113百万円減少しております。

（ロ）無形固定資産

　 定額法によっております。

　 ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用期間（５年）に基づく定額法によっており

　 ます。

４．繰延資産の処理方法

社債発行費

　支出時に全額費用として処理しております。

５．引当金の計上基準

（イ）貸倒引当金

　 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

　 ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（ロ）賞与引当金

　 従業員の賞与支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度において負担すべき額を計上しておりま

   す。

（ハ）退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年

 度末において発生していると認められる額を計上しております。

 数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間年数（14年）による定額

 法による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度から償却しております。過去勤務債務はその発生時の従業員の平均

 残存勤務期間年数（14年）による定額法により、発生時から償却しております。

　 （追加情報）

　 従業員の平均残存勤務期間が延びたことにより、当事業年度より、数理計算上の差異及び過去勤務債務の処理年

　 数を従来の13年から14年へ変更しております。なお、この変更による影響は軽微であります。

   また、当社が加入している港湾労働者年金は、従来支出時に費用処理しておりましたが、金額的重要性が増して

　 きたため、当事業年度より当事業年度末の要支給額を引当計上することとしました。これに伴い、過年度勤務費

   用32百万円を特別損失「その他」に含めて計上しております。
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（ニ）投資等損失引当金

　 子会社への投資等に係る将来の損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案し、必要額を計上しておりま

　 す。

　 なお、子会社への投資額を上回る損失に対する引当については、負債の部に計上しております。

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

　す。

７．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

　借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

８．ヘッジ会計の方法

（イ）ヘッジ会計の方法

　 金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しております。

（ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段：金利スワップ、ヘッジ対象：長期借入金

（ハ）ヘッジ方針

　 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

　 取引の開始に当たっては、所定の社内審議及び決裁手続を経て実施しております。

（ニ）ヘッジ有効性評価の方法

　 金利スワップの特例処理の要件を満たしておりますので、有効性の評価を省略しております。

９．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

　税抜方式を採用しております。
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注記事項

前事業年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当事業年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

（貸借対照表関係）

１．有形固定資産の減価償却累計額

81,278百万円

（貸借対照表関係）

１．有形固定資産の減価償却累計額

84,546百万円

２．関係会社に対する資産及び負債

営業未収金 597百万円

営業未払金 2,114百万円

２．関係会社に対する資産及び負債

営業未収金 617百万円

営業未払金 2,080百万円

３．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産

有形固定資産 15,061百万円

投資有価証券 2,007百万円

担保付債務 5,393百万円

この他に供託及び保証金として差し入れている投資有

価証券が43百万円あります。

３．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産

有形固定資産 14,439百万円

投資有価証券 1,396百万円

担保付債務 4,021百万円

この他に供託及び保証金として差し入れている有価証

券が9百万円、投資有価証券が35百万円あります。

４．偶発債務

他の会社の銀行他借入金等に対する保証債務

5,789百万円

従業員に対する銀行の住宅ローンに関する保証債務

830百万円

４．偶発債務

他の会社の銀行他借入金等に対する保証債務

6,260百万円

従業員に対する銀行の住宅ローンに関する保証債務

672百万円

５．受取手形裏書譲渡高　　　　　　　　　　　13百万円 ５．受取手形裏書譲渡高　　　　　　　　　　  15百万円

  

（損益計算書関係） （損益計算書関係）

１．関係会社との取引 １．関係会社との取引

作業直接費 17,033百万円

受取配当金 120百万円

作業直接費 17,114百万円

受取配当金 830百万円

２．固定資産売却益の内訳

土地 430百万円

合計 430百万円

２．固定資産売却益の内訳

土地 205百万円

合計 205百万円

３．固定資産除却損の内訳

建物 88百万円

構築物 5百万円

工具器具備品 3百万円

合計 98百万円

この他に撤去費用が509百万円あります。

３．固定資産除却損の内訳

建物 24百万円

工具器具備品 1百万円

機械装置 0百万円

合計 27百万円

この他に撤去費用が172百万円あります。

４．固定資産売却損の内訳

建物 68百万円

機械装置 51百万円

工具器具備品 15百万円

構築物 1百万円

合計 136百万円

４．固定資産売却損の内訳

機械装置 11百万円

合計 11百万円
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（株主資本等変動計算書関係）

 前事業年度（自　平成18年４月１日　　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末

株式数(株)

当事業年度

増加株式数(株)

当事業年度

減少株式数(株)

当事業年度末

株式数(株)

 自己株式     

 　普通株式 (注) 44,200 4,473,879 － 4,518,079

 　　　　合計 44,200 4,473,879 － 4,518,079

 (注)当事業年度における自己株式数の増加は、単元未満株式の買取(4,879株)及び会社法第459条第1項の規定による当

社定款の定めに基づく自己株式の買付(4,469,000株)によるものであります。

 当事業年度（自　平成19年４月１日　　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末

株式数(株)

当事業年度

増加株式数(株)

当事業年度

減少株式数(株)

当事業年度末

株式数(株)

 自己株式     

 　普通株式 (注) 4,518,079 2,007,432 1,468 6,524,043

 　　　　合計 4,518,079 2,007,432 1,468 6,524,043

 (注)当事業年度における自己株式数の増加は、単元未満株式の買取(7,432株)及び会社法第459条第1項の規定による当

社定款の定めに基づく自己株式の買付(2,000,000株)によるものであります。また自己株式数の減少は、単元未満

株式の売渡(1,468株)によるものであります。

前事業年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当事業年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

（リース取引関係） （リース取引関係）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

（借手側） （借手側）

取得価額相当額   

車両運搬具 42百万円

工具器具備品 945百万円

合計 988百万円

取得価額相当額   

車両運搬具 47百万円

工具器具備品 990百万円

合計 1,038百万円

減価償却累計額相当額   

車両運搬具 23百万円

工具器具備品 447百万円

合計 470百万円

減価償却累計額相当額   

車両運搬具 28百万円

工具器具備品 497百万円

合計 526百万円

期末残高相当額   

車両運搬具 19百万円

工具器具備品 498百万円

合計 518百万円

期末残高相当額   

車両運搬具 19百万円

工具器具備品 492百万円

合計 512百万円

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額

１年内 192百万円

１年超 326百万円

合計 518百万円

１年内 206百万円

１年超 305百万円

合計 512百万円

未経過リース料期末残高相当額が有形固定資産の期末残

高に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。

未経過リース料期末残高相当額が有形固定資産の期末残

高に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。

支払リース料 202百万円

減価償却費相当額 202百万円

支払リース料 234百万円

減価償却費相当額 234百万円

減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法によっております。

減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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前事業年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当事業年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

 （貸手側）

取得価額   

建物 129百万円

構築物 31百万円

合計 161百万円

減価償却累計額   

建物 16百万円

構築物 3百万円

合計 20百万円

期末残高   

建物 113百万円

構築物 27百万円

合計 140百万円

 未経過リース料期末残高相当額

１年内 32百万円

１年超 119百万円

合計 152百万円

 なお、未経過リース料期末残高及び見積残存価額の残高

の合計額が、営業債権の期末残高等に占める割合が低い

ため、受取利子込み法により算定しております。

受取リース料 25百万円

減価償却費 17百万円

２．オペレーティング・リース取引

（借手側）未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

（借手側）未経過リース料

１年内 48百万円

１年超 48百万円

合計 96百万円

１年内 43百万円

１年超 －百万円

合計 43百万円

（貸手側）未経過リース料 （貸手側）未経過リース料

１年内 167百万円

１年超 890百万円

合計 1,057百万円

１年内 307百万円

１年超 850百万円

合計 1,158百万円
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前事業年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当事業年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

（税効果会計関係） （税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）   

賞与引当金 354百万円

退職給付引当金 2,544百万円

ゴルフ会員権 214百万円

関係会社株式 501百万円

その他 703百万円

繰延税金資産合計 4,317百万円

（繰延税金負債）   

固定資産圧縮積立金 △756百万円

退職給付信託設定益 △1,698百万円

その他有価証券評価差額金 △5,636百万円

繰延税金負債合計 △8,091百万円

繰延税金負債の純額 △3,774百万円

（繰延税金資産）   

賞与引当金 354百万円

退職給付引当金 2,225百万円

ゴルフ会員権 85百万円

関係会社株式 501百万円

投資有価証券 195百万円

未払金 407百万円

投資等損失引当金 735百万円

その他 584百万円

　繰延税金資産小計 5,088百万円

　評価性引当額 △572百万円

繰延税金資産合計 4,516百万円

（繰延税金負債）   

固定資産圧縮積立金 △740百万円

退職給付信託設定益 △1,734百万円

その他有価証券評価差額金 △3,098百万円

繰延税金負債合計 △5,573百万円

繰延税金負債の純額 △1,057百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

 (調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.1％

その他 0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 40.2％

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率  40.7％

 (調整)   

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.2％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △5.4％

評価性引当額 26.0％

住民税均等割 1.5％

税額控除 △3.3％

その他 △0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 61.4％
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（１株当たり情報）

前事業年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当事業年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

１株当たり純資産額 392円65銭

１株当たり当期純利益 16円24銭

１株当たり純資産額 360円35銭　

１株当たり当期純利益 6円33銭　

　（注）１　前事業年度及び当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権付社債等潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

前事業年度
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

当事業年度
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

当期純利益　　　　　　　　　　　　　（百万円） 2,233 848

普通株主に帰属しない金額　　　　　　（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益　　　　　　（百万円） 2,233 848

期中平均株式数　　　　　　　　　　　 （千株） 137,505 134,060

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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